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分子の構造
年度 H18 H19 H20 H21 H22
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- - - - -
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分析欄
　一般会計等に係る地方債の現在高の増は、交
付税措置のある臨時財政対策債の残高が増加し
たことによるものであり、事業削減による建設地
方債等残高の減に伴い、将来負担比率の分子は減
少している。
　また、県の財政構造改革基本方針に基づく取組
みを徹底し、財政基盤強化積立金、県債管理基金
などを積み立てたことにより、充当可能基金が増
加した。
　今後も将来負担に配慮し、地方債発行を行うな
ど、引き続き財政運営の適正化に努める。

（8）将来負担比率（分子）の構造（都道府県） 平成22年度 愛媛県
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